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事業別評価調書



様式２－１ ［新規事業分］ 令和７年度事業別評価調書

評価対象理由 事業費を新たに予算化しようとする大規模公共事業

１ 事業の概要

• 請戸川及び支川高瀬川（流域：浪江町、田村市、葛尾村、南相馬市及び双葉町）では、昭和61年8月台風10号、平成元年８月台風１３号及び令和元年１０月の台
風１９号（令和元年東日本台風）などの度重なる洪水により浸水被害が発生している。

• 請戸川及び支川高瀬川沿川の一部地域は依然として帰還困難区域に指定されているが、浪江町中心市街地は、平成29(2017)年3月までに避難指示区域が解
除され、JR浪江駅周辺の復興まちづくりが進められている。

• このため、請戸川及び支川高瀬川の改修を行い、復興が進む浪江町中心市街地の治水安全度の向上を図り、沿川の人家等への浸水被害を軽減し、帰還住民の
安全・安心を確保する。

整理番号 108
事業名
〔地区名〕

交付金事業（河川）（再生・復興）
〔浪江町外2市１町１村 二級河川 請戸川〕

全体事業費
（百万円）

11,000 採択年度
R8

(2026)
担当部（局）課名 土木部 河川整備課

請戸川

位 置 図

過去の浸水実績

請戸川標準断面図（橋場橋付近）

高瀬川標準断面図（大伝橋付近）

平成元年８月台風１３号被害状況
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計画規模

の降雨

昭和61年8月

台風10号

平成元年8月

台風13号

平成4年6月

豪雨

令和元年10月

東日本台風

最大２日雨量 (mm)

浸水戸数 (戸)

(mm/2日) (戸)＊1 計画規模の降雨 ：請戸川を整備する際に目標とする大雨

＊1

観測所：気象庁浪江

＊2 破堤により
浸水被害が拡大

＊2

＊2

：河川改修の内容

：河川改修の内容

概 略 平 面 図

JR浪江駅周辺の復興まちづくりイメージ

②
浪江町周辺グランドデザイン基本計画より

   ©kengo kuma & associates



全体事業費（百万円） 11,000

（４）事業を巡る社会経済情勢や自然災害のリスクへの備えに関する需要の将来予測、 
地元住民等の意向、国等との役割分担

（６）費用対効果（Ｂ/Ｃ）の状況

３ 総合評価

（５）評価指標の状況

• 請戸川及び支川高瀬川では度重なる浸水被害が発生しており、流域内資産の保全のため、
昭和27(1952)年より下流部を中心に中小河川改修事業を進めてきた。その後、未整備
区間の測量・調査を進めていたところ、東日本大震災による甚大な津波被害が発生したた
め、海岸堤防の嵩上げに合わせた河口部の河川堤防の整備を優先して進めてきた。

• 請戸川及び支川高瀬川沿川の一部地域は依然として帰還困難区域に指定されているが、
浪江町中心市街地は、平成29(2017)年3月までに避難指示区域が解除され、住民帰還
が進み、JR浪江駅周辺の復興まちづくりが進められている。

• 令和元(2019)年１０月の台風１９号（令和元年東日本台風）では、請戸川及び支川高瀬川
沿川で浸水被害が発生している。

• 令和8(2026)年度から河川改修に着手し、堤防整備や河道掘削等により河川断面を広げ
る。

（２）現状及び見通し
評価指標

現況
(R7/2025)

完成時
(R12/2030)

備考

河川改修延長
14,700m

0m
(0%)

14,700m
(100%)

①社会情勢の変化に伴う需要の将来予測等
• 流域内の開発により市街化が進み、沿川には人家が密集していることから、台風や集中豪
雨による浸水被害を軽減するため、河川改修の必要性は高い。

• 避難指示解除に伴う住民帰還が進み、「特定帰還居住区域復興再生計画(R6.1)」では、
道路、河川等の生活インフラの整備が位置付けられており、令和11(2029)年までの特定
帰還居住区域の避難指示解除に向け請戸川の河川改修を重点的に進めていく必要があ
る。

②自然災害リスクへの備えやリスクの将来予測等
• 近年の気候変動に伴う頻発化、激甚化する豪雨による浸水被害を軽減するため、河川改
修の必要性は高い。

③地元住民の意向等
• 浪江町中心市街地は請戸川及び支川高瀬川に挟まれる場所に位置しており、令和元年東
日本台風等により浸水被害が生じていることから、地元住民から未整備区間の早期整備
を強く要望されている。

（３）期待される事業効果

（１）県の対応方針案 （２）理由

事業着手
東日本大震災、原子力災害から本格化する復興まちづくりを支援し、帰還する住民の生命と財産を守るため、頻発化・激甚化する豪
雨に備え、河川改修に着手する必要がある。

２ 事業の進捗状況等

①コスト縮減の取組
• 掘削による残土が発生するため、築堤の盛土材への流用を積極的に進めることでコスト
縮減に努めていく。

②代替案の検討状況
• 代替案として、一般的にダム等の貯留施設や放水路等の整備が考えられるが、流域内に
は施設整備適地が無く、現河川改修案以外の方法は考えられない。

③働き方改革の取組等
• 工事の週休２日確保及び遠隔臨場(ウェブカメラによる現場確認)による段階確認等の実
施を推進する。

• 情報共有システム（工事書類の電子的な交換・共有）を活用して事務手続きを効率化し、
工事従事者の移動時間削減、生産性向上を図る。

（７）コスト縮減の取組・代替案の検討状況、働き方改革の取組等

B/C= =7.11• 令和元年東日本台風と同規模の洪水の流下が可能となる河川断面を確保するための改修
行うことで、沿川の浸水被害の軽減が期待できる。

• 事業予定区間には常磐道等の基幹的な道路や中心市街地が形成されており、特に、近年
ではJR浪江駅周辺整備事業など、復興に向けたまちづくりが行われているため、JR浪江駅
周辺エリアの治水安全度の向上を図ることができる。

（１）事業費（単位：百万円）

701.4+4.2

89.5+9.7

・［Ｂ］河川事業における総便益（氾
濫防止便益(701.4億円)＋残
存価値(4.2億円)の合計）

・［Ｃ］河川事業に要する総費用（河
川改修に要する事業費(89.5
億円)＋河川維持管理に要す
る費用(9.7億円)の合計）

・費用対効果の算出に用いた事業期間(※1)
：R8～R12
※1 事業期間の設定については、毎年度の予算確保や

用地取得などは不透明であるため、費用対効果
の算出上、これまでの類似事業を参考にB/C算
出に必要な条件として設定した期間となっている。

○過去の浸水実績

発生日 事由 浸水戸数（戸） 浸水面積（ha）
最大２日雨量

（最大時間雨量）(mm)

昭和61年8月 台風10号 110 77.7 298（25）

平成元年8月 台風13号 1,084 149.4 143（30）

平成4年6月 豪雨 9 0.1 268（45）

令和元年10月 東日本台風 50 123.7 317(41.5)



帰還困難区域

H27  1,600台/日
R22  4,600台/日

R22 4,400台/日

H27    600台/日
R22  400台/日

H27 0台/日
R22 1,400台/日

H27 0台/日
R22  5,100台/日

R22 4,400台/日

H27     300台/日
R22  1,800台/日

１

２

長泥環境再生事業

飯舘みらい発電所
（蕨平木質バイオマス発電）

深谷地区産業団地

国道399号（浪江・飯舘工区）L=13,000m，W=6.0(7.5)m

上段：Ｈ２７全国道路・街路交通情勢調査
下段：将来交通量推計（R22）

写真②

堆肥製造施設

道の駅「までい館」
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様式２－１ ［新規事業分］ 令和7年度事業別評価調書

評価対象理由 事業費を新たに予算化しようとする大規模公共事業

１ 事業の概要

・国道３９９号の浪江町・飯舘村間については、「地域連携道路」として「ふくしま道づくりプラン」に位置付けられ、平成23(2011)年の震災と原発事故以降、帰還困難区
域のため長らく通行止めであったが、令和5(2023)年5月に自由通行が可能となった。
・避難地域にとって、本路線は今後の交流人口の拡大や地元産品の消費拡大など、東北中央道との連携を含めた広域的な連携機能を有す復興に欠かせない重要な
路線であるため、現道の幅員狭小区間及び線形不良区間、急勾配区間を解消する必要がある。
・本事業は、安全で円滑な通行を確保するとともに、復興・産業拠点や東北中央道霊山飯舘ＩＣ等とのアクセス向上による広域的なネットワークの強化を図り、住民帰還
の促進や生業再生、新たな産業創出など避難地域の復興を支えるための道路を整備するものである。

国道399号
（浪江・飯舘工区）

＜期待される効果＞
・幅員狭小区間及び線形不良区間、急勾配区間の解消による通
行の安全性向上
・復興・産業拠点や東北中央道霊山飯舘ＩＣ等とのアクセス向上
による広域的なネットワークの強化

整理番号 １09
事業名
〔地区名〕

交付金事業（道路）（再生・復興）
〔浪江町・飯舘村 国道399号 （浪江・飯舘工区）〕

全体事業費
（百万円）

45,5００ 採択年度
R8

(2026)
担当部（局）課名 土木部 道路整備課

写真を差し替え
至 福島市

至 いわき市

写真①

至 福島市

至 いわき市

写真②
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深谷地区復興拠点

1,500



全体事業費（百万円） 45,500

（４）事業を巡る社会経済情勢や自然災害のリスクへの備えに関する需要の将来予測、 
地元住民等の意向、国等との役割分担

（６）費用対効果（Ｂ/Ｃ）の状況

３ 総合評価

（５）評価指標の状況

・阿武隈山系を縦断する国道３９９号は、通称「あぶくまロマンチック街道」と呼ばれ、地域連携道路
として「ふくしま道づくりプラン」に位置付けられた重要な路線であり、東北中央道等の幹線道路と
のアクセスの強化が必要である。
・本区間は、原発事故後、帰還困難区域となり、立ち入りが規制され、約１０年の間、手つかずの状
態が続いていたが、特定復興再生拠点区域では、令和５(2023)年３月には浪江町津島地区、令
和５(2023)年５月には飯舘村長泥地区の避難指示が解除され、阿武隈山系を貫く南北の軸であ
る国道３９９号の通行がようやく可能となった。
・飯舘村では新たな産業や雇用創出のため、長泥地区では、環境省と連携した大規模農業、蕨平地
区では、木質バイオマス発電の稼働、深谷地区では、産業団地の整備が進められており、これら
村の復興の取組を支援するため、本路線の早期整備が必要である。
・現道の幅員狭小区間や線形不良区間、急勾配区間を回避するため、トンネルを含めたバイパスの
整備を計画している。

（２）現状及び見通し

評価指標 整備前 完成時 備考

走行時間短縮 ５４分 ４７分 浪江町津島地区～霊山飯舘IC

①事業を巡る社会経済情勢と需要の将来予測等
・特定復興再生拠点区域では、令和５(2023)年３月に浪江町津島地区、令和５(2023)年5月に
飯舘村長泥地区の避難指示が解除され、令和６(2024)年１月には、浪江町において、住民帰還
と生活再建に向けた特定帰還居住区域が定められている。
・長泥地区の大規模農業や蕨平地区の木質バイオマス発電などの復興の取組により、大型車両の
交通量が増加しており、帰還住民の安全安心な日常生活や車両の安全かつ円滑な通行を確保
するため、早期の事業着手が求められている。
②自然災害リスクへの備えやリスクの将来予測等
・近年、自然災害が頻発化、激甚化する傾向の中、落石や法面崩壊の危険性がある箇所を回避す
るなど、避難路や輸送路として災害に強い道路の整備が必要である。
③地元住民の意向や国等との役割分担等
・飯舘村など周辺町村や民間団体で構成される「国道399号あぶくまロマンチック街道沿線自治体
連絡協議会」等より事業の早期着手の要望を受けている。
・国は、「第2期復興・創生期間以降における東日本大震災からの復興の基本方針」において、避難
指示解除等区域の復興・再生に資するため、交付金による総合的・一体的な支援を継続するとし
ている。

（３）期待される事業効果

（１）県の対応方針案 （２）理由

事業着手
東日本大震災、原子力災害からの復興に向け、周辺地域との広域的な連携を強化し、住民帰還の促進、新たな産業創出による生業
再生等の基盤となる道路整備に着手する必要がある。

２ 事業の進捗状況等

①コスト縮減の取組
• 再生路盤材や再生アスファルト合材を積極的に使用する。

• 建設発生土の有効活用を積極的に進める。

②代替案の検討状況
• 隣接工区との接続位置、周辺集落への影響を勘案しルートを決定しているため、代替案
は検討していない。

③働き方改革の取組等
• 工事の週休2日確保及び遠隔臨場（ウェブカメラによる現場確認）による段階確認等の
実施を推進する。

• ICT技術を活用し、施工の効率化を図る。
• 情報共有システム（工事書類の電子的な交換・共有）を活用して事務手続きを効率化し、
工事従業者の移動時間削減、生産性向上を図る。

（７）コスト縮減の取組・代替案の検討状況、働き方改革の取組等

・幅員狭小区間及び線形不良区間、急勾配区間の解消により、帰還住民や事業者の通行の安全性
が向上。
・復興・産業拠点や東北中央道霊山飯舘ＩＣ等とのアクセス向上による広域的なネットワークの強化。

（１）事業費（単位：百万円）

B/C= 
B①+B②+B③

C①+C②
 ＝

378.6

402.9
＝0.94

・［Ｂ］：道路事業における総便益
B①：走行時間短縮便益 362.2億円
B②：走行経費減少便益    15.1億円
B③：交通事故減少便益   １．３億円

・［Ｃ］：道路事業に要する総費用
C①：道路整備に要する事業費 396.2億円
C②：道路維持管理に要する費用  6.7億円

・費用対効果の算出に用いた事業期間（※1）
 ：R8～R12
  ※１ 事業期間の設定については、毎年度の予

算確保や用地取得などが不透明である
ため、費用対効果の算出上、これまでの
類似事業を参考にＢ／Ｃ算出に必要な条
件として設定した期間となっている。

【参考値（基本３便益＋追加便益）】

B/C ＝
378.6+3.8+12.8+6.4 ∗1

402.9
 ×1.59  *2 ＝1.58 

＊1：追加便益：23.0億円（CO2排出削減効果 3.8億円、防災効果 12.8億円、

冬期交通の効果 6.4億円 ）

＊2：地域修正係数： 1.５９０(浜通り)
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